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介護予防・日常生活支援総合事業の概要 

 

 

介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総合事業」という。）は、要支援者等の様々な生活ニ

ーズに対応するため、介護予防訪問介護や通所介護等のサービスに加え、住民主体の支援等を

含め、多様なサービスを制度（総合事業）の対象として支援します。 

この事業は、「訪問型サービス」、「通所型サービス」、「その他の生活支援サービス」及び「介護

予防ケアマネジメント」「一般介護予防」から構成されます。 

 

 

 

介護予防・日常生活支援総合事業 

事業 内容 

介
護
予
防
・生
活
支
援
サ
ー
ビ
ス 

訪問型サービス 要支援者等に対し、掃除、洗濯等の日常生活上の支援を提供 

通所型サービス 
要支援者等に対し、機能訓練や集いの場など日常生活上の支援を提

供 

その他の生活支援サービス 
要支援者等に対し、栄養改善を目的とした配食や一人暮らし高齢者等

への見守りを提供 

介護予防ケアマネジメント 
要支援者等に対し、総合事業によるサービス等が適切に提供できるよ

うケアマネジメントを行う 

一般介護予防 第１号被保険者の全ての者を対象に介護予防の取組を行う 

 

 

 

 

○介護予防・生活支援サービス事業（総合事業サービス） 

 

平成29年度から実施する和泉市の介護予防・生活支援サービス事業は、現行相当分について

は、保険給付と同様、和泉市が指定した事業者によるサービス提供となります。また、審査・支払

も現行同様、国保連を活用するものになります。 
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介護予防・日常生活支援総合事業の概要 

 

参考：国資料 
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訪問型サービスについて 

 

○訪問型サービス（原則として、サービス提供実績に基づき、1 回あたりの単価に変更します） 

サービス名・対象者 サービス範囲 
サービ

ス単位 

1 単

位の

単価 

利用料 
加

算 
上限 

現

行

相

当 

週１回程度 

（事業対象者・要支援 1.2） 
生活援助 

＋ 

身体介護 

（現状の予防 

給付通り） 

268 単

位/回 

10.42

円 

1 割 

（2 割） 

予

防

給

付

と

同

様 

1,176 単位/月 

（1 ヶ月 5 週ある月で提供回数が 

4 回を超えた場合） 

週２回程度 

（事業対象者・要支援 1.2） 

272 単

位/回 

10.42

円 

2,349 単位/月 

（1 ヶ月 5 週ある月で提供回数が 

8 回を超えた場合） 

週２回を超える場合 

（事業対象者・要支援 2） 

287 単

位/回 

10.42

円 

3,727 単位/月 

（1 ヶ月 5 週ある月で提供回数が 

12 回を超えた場合） 

おたがいさまサポーター 

（訪問型サービスＢ） 

見守りを兼ねた 

各種支援 
無 無 無 - - 

短期集中型サービス 

（訪問型サービスＣ） 

専門職の 

個別支援 
無 無 無 - - 

移動支援サービス 

（訪問型サービスＤ） 

地域ボランティア 

による移動支援 

300 円

／回 
無 

団体に

よる 
- 1日あたり1,200円／人 

加算・減算・地域区分単価は、現行の介護予防訪問介護と同様 

1 単位の単価（地域区分）は、利用者の所在地（市）にて決まります。（事業所の所在地ではありません。） 

 

○訪問型サービス（現行相当）の請求について 

原則として、サービス提供実績（提供回数）に基づき、当初介護予防ケアマネジメント（ケアプラ

ン）にて予定していた各提供頻度の１回あたりの単価により請求します。５週ある月は月額包括報

酬単位での請求をします。 

【請求例】 

例１ 週に 1回程度の利用者に対し、1 月に 4回サービスを提供した 268 単位×4回 

例２ 週に 1回程度の利用者に対し、1 月に 5回サービスを提供した 1,176 単位 

例３ 週に 2回程度の利用者に対し、1 月に 8回サービスを提供した 272 単位×8回 

例４ 週に 2回程度の利用者に対し、1 月に 9回サービスを提供した 2,349 単位 

例５ 

週に2回程度の利用者に対し、5週ある月で1月に9回サービスを提供予定

していた場合に、プラン上は月包括報酬で請求予定であったが、体調不良に

より 1 月に 3回の提供となった 

 

272 単位×3回 

 

ケアマネジメント（ケアプラン）による提供頻度で各請求の段階（週○回程度）は決定し、月の利

用実績によって請求回数を確定します。
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訪問型サービスについて 

 

○支給区分（1 週間のサービス回数（提供頻度））について 

 

あらかじめ地域包括支援センター等による適切なアセスメントにより作成された介護予防サービ

ス計画等において、サービス担当者会議等によって得られた専門的見地からの意見等を勘案して、

標準的に想定される 1週当たりのサービス提供頻度に基づき各区分を位置づけてください。 

 

利用者の状態像の改善に伴って、当初の支給区分において想定されたよりも、少ないサービス

提供になること、又はその逆に、傷病等で状態像が悪化することによって、当初の支給区分にお

いて想定された以上に多くのサービス提供になることがあり得ますが、その場合であっても、月の

途中での支給区分の変更は不要です。 

 

なお、この場合にあたっては、翌月の支給区分については、利用者の新たな状態や新たに設定

した目標に応じた区分による介護予防サービス計画等及び訪問型サービス計画を定める必要が

あります。 

 

【請求例】 

例１ 事業対象者で、1週に1回の提供を想定していたが、状

態の悪化に伴い 1月に 7回サービスを提供した。 

1 週に 1回程度として、1,176 単

位を算定 

例２ 事業対象者で、1週に2回の提供を想定していたが、状

態の改善に伴い、1 月に 4回サービスを提供した。 

事業対象者(1 週に 2回程度)と

して、272 単位×4回を算定 

 

○提供時間について 

 

介護予防サービス計画等において設定された生活機能向上に係る目標の達成状況に応じ

て必要な程度の量を訪問型サービス（訪問介護相当サービス）事業者が作成する訪問型サー

ビス計画に位置付けること。 

 

○日割り計算について 

 

１月の提供回数が一定回数を超え月額包括報酬単位となる場合で、例外的に日割り計算を行

う場合については、WAM NET で公開している 平成 27 年 3 月 31 日付厚生労働省事務連絡「介

護保険事務処理システム変更に係る参考資料の送付について 確定版」 Ⅰ-資料 9 を参照し、

適切に行ってください。 
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訪問型サービスについて 

 

○サービスコード表について 

 

和泉市の総合事業は、平成 29 年 4 月から１年かけて順次移行していきます。 

そのため、総合事業に移行するまでは、従前の予防給付のサービスコード表を使用し、 

それ以降は新しいサービスコード表 A２ を使用してください。 

例） 認定有効期間 平成 29 年 3 月 1 日～平成 29 年 8 月 31 日 の利用者 

 

→平成 29 年 8 月 31 日まで（従前のサービスコード表を使用し、月額包括報酬で請求） 

→平成 29 年 9 月１日から（新しいサービスコード表 A２ を使用し、１回あたりの単価で請求） 

 

※ サービスコード表については、和泉市のホームページで公開しています。 

※ A1 のサービスコード表は使用しません。 

 

現在使用しているソフトやシステムに和泉市の総合事業単位数マスタの取り込みを完了して下さ

い。 なお総合事業対応状況や、マスタ取り込み方法は利用しているソフトやシステム開発業者に

お問い合わせ下さい。 

 

○ おたがいさまサポーター（訪問型サービス B）について 

 

市内に在住・在勤・在学の１８歳以上の方が、高齢者の居宅で日常生活の困りごとを手助けす

るボランティア活動を行った場合にポイントを付与し、ポイント数に応じて市内の特産品等に交換

できる制度です。 

詳細、様式等については「和泉市おたがいさまサポーター制度実施要綱」「和泉市おたがいさま

サポーター制度実施マニュアル」において定めます。 

 

○短期集中型サービス（訪問型サービス C）について 

 

市等の保健・医療の専門職が、居宅で短期集中的に相談指導等を行います。 

 

○移動支援サービス（訪問型サービスＤ）について 

和泉市移動支援サービス事業補助金交付要綱に申請し、決定された団体の移動支援サービス

を利用した場合に、その団体へ補助金を交付します。 

詳細、様式等については「和泉市移動支援サービス事業補助金交付要綱」において定めます。  
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通所型サービスについて 

 

○通所型サービス（原則として、サービス提供実績に基づき、1 回あたりの単価に変更します） 

サービス名・対象者 サービス範囲 サービス単位 

1 単

位の

単価 

利用料 
加

算 
上限 

現

行

相

当 

週１回程度 

（事業対象者・要支援 1） 
送迎、入浴、

昼食、健康

管理、運動、

口腔、栄養

など 

384 単位/回 
10.27

円 

1 割 

(2 割) 

予

防

給

付

と

同

様 

1,672 単位/月 

（1 ヶ月 5 週ある月で提供回数

が 

4 回を超えた場合） 

週２回程度 

（事業対象者・要支援 2） 
395 単位/回 

10.27

円 

3,428 単位/月 

（1 ヶ月 5 週ある月で提供回数

が 

8 回を超えた場合） 

はつらつ！教室 

（通所型サービスＣ） 

生活行為の改善

を目的とした効

果的な介護予防

プログラム 

無 
10.27

円 
無 - - 

加算・減算・地域区分単価は、現行の介護予防通所介護と同様 

1 単位の単価（地域区分）は、利用者の所在地（市）にて決まります。（事業所の所在地ではありません。） 

 

○通所型サービス（現行相当）の請求について 

原則として、サービス提供実績（提供回数）に基づき、当初ケアマネジメント（ケアプラン）にて予

定していた各提供頻度の１回あたりの単価により請求します。５週ある月は月額包括報酬単位で

の請求をします。 

 

【請求例】 

例１ 要支援１の利用者に対し、1 月に 4回サービスを提供した 384 単位×4回 

例２ 要支援１の利用者に対し、1 月に 5回サービスを提供した 1,672 単位 

例３ 要支援２の利用者に対し、1 月に 8回サービスを提供した 395 単位×8回 

例４ 要支援２の利用者に対し、1 月に 9回サービスを提供した 3,428 単位 

例５ 要支援２の利用者に対し、5 週ある月で 1 月に 9 回サービスを提供予

定していた場合に、プラン上は月包括報酬で請求予定であったが、体

調不良により 1月に 3回の提供となった 

395 単位×3回 

 

ケアマネジメント（ケアプラン）による提供頻度で各請求の段階（週○回程度）は決定し、月の利

用実績によって請求回数を確定します。  
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通所型サービスについて 

 

○事業対象者のサービス提供回数変更に伴う支給区分の変更 

 

利用者の状態像の改善に伴って、当初の支給区分において想定された回数よりも、少ないサ

ービス提供になること、又はその逆に、傷病等で状態像が悪化することによって、当初の支給区

分において想定された以上に多くのサービス提供になることがあり得ますが、その場合であっても、

月の途中での支給区分の変更は不要です。 

 

なお、この場合にあたっては、翌月の支給区分については、利用者の新たな状態や新たに設定

した目標に応じた区分による介護予防サービス計画等及び通所型サービス計画を定める必要が

あります。 

 

【請求例】 

例１ 事業対象者で、週に 1 回の提供を想定していたが、状

態の悪化に伴い 1月に 7回サービスを提供した。 

「事業対象者（週に 1回程度）」

として、1,672 単位を算定 

例２ 事業対象者で、週に 2 回の提供を想定していたが、状

態の改善に伴い、1 月に 4回サービスを提供した。 

「事業対象者(週に2回程度)」と

して、395 単位×4回を算定 

 

 

○日割り計算について 

 

１月の提供回数が一定回数を超え月額包括報酬単位となる場合で、例外的に日割り計算を行

う場合については、WAM NET で公開している 平成 27 年 3 月 31 日付厚生労働省事務連絡「介

護保険事務処理システム変更に係る参考資料の送付について 確定版」 Ⅰ-資料 9 を参照し、

適切に行ってください。 

 

○サービスコード表について 

 

和泉市の総合事業は、平成 29 年 4 月から１年かけて順次移行していきます。 

そのため、総合事業に移行するまでは、従前の予防給付のサービスコード表を使用し、 

それ以降は新しいサービスコード表 A６ を使用してください。 
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通所型サービスについて 

 

例） 認定有効期間 平成 29 年 3 月 1 日～平成 29 年 8 月 31 日 の利用者 

 

→平成 29 年 8 月 31 日まで（従前のサービスコード表を使用し、月額包括報酬で請求） 

→平成 29 年 9 月１日から（新しいサービスコード表 A６ を使用し、１回あたりの単価で請求） 

 

※ サービスコード表については、和泉市のホームページで公開しています。 

 

※ A5 のサービスコード表については使用しません。 

 

現在使用しているソフトやシステムに和泉市の総合事業単位数マスタの取り込みを完了して下

さい。なお総合事業対応状況や、マスタ取り込み方法は利用しているソフトやシステム開発業者に

お問い合わせ下さい。 

 

○はつらつ！教室（通所型サービス C）について 

 

市が委託する事業者により、短期集中的な予防サービスを提供します。 
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介護予防ケアマネジメントについて 

 

要支援者・事業対象者が総合事業サービスを利用する場合、現行の介護予防支援と同様に地

域包括支援センター等がケアプランの作成やサービス事業所との連絡・調整を行います。 

現行の介護予防支援と同様、利用者の状況に応じて、適切なサービスが効果的に提供されるよ

う、専門的視点から必要な援助を行います。 

 

介護予防ケアマネジメント 

サービス名 対象者 報酬 単位 
1 単位

の単価 

自

己

負

担 

対象サービス 

介護予防ケアマネジ

メントＡ（原則的なケ

アマネジメント） 

要支援１・２ 

事業対象者 
毎月 438 10.42円 

無 

・訪問介護現行相当サービス 

・通所介護現行相当サービス 

介護予防ケアマネジ

メントＢ（緩和したケ

アマネジメント） 

要支援１・２ 

事業対象者 

（一部サー

ビスにおい

て、継続的

に利用する

要介護者） 

半年毎 408 10.42円 

・訪問型サービス B単独 

・訪問型サービス C 

・通所型サービス C 

介護予防ケアマネジ

メントＣ（初回のみの

ケアマネジメント） 

初回 200 10.42円 ・訪問型サービスＤ 

加算 

サービス名 対象者 報酬 単位 
1 単位

の単価 

自

己

負

担 

対象サービス 

初回加算 

要支援１・２ 

事業対象者 
毎月 

300 10.42円 

無 

・訪問介護現行相当サービス 

・通所介護現行相当サービス 

委託連携加算 300 10.42円 

短期集中型加算 

（モニタリング時） 

要支援１・２ 

事業対象者 
半年毎 200 10.42円  

・訪問型サービス B単独 

・訪問型サービス C 

・通所型サービス C 
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介護予防ケアマネジメントについて 

 

○ケアマネジメントＡ（原則的なケアマネジメント）について 

 

「ケアマネジメントＡ」は、給付管理の対象となる総合事業サービスのみを利用する場合に適用

されます。「ケアマネジメントＡ」については従来の「指定介護予防支援」とプロセスに変更点はあり

ません。 

地域包括支援センターや委託先である居宅介護支援事業所が、事業対象者のケアマネジメン

トを継続的に実施します。 

 

※ 要支援者で予防給付を利用されている方は、これまでどおり介護予防支援にてケアマネジメントを行います。 

 

○ケアマネジメントＢ（緩和したケアマネジメント）について 

 

「ケアマネジメントＢ」は、総合事業サービスの訪問型サービス B 単独利用や訪問型サービス C、

通所型サービス Cを利用する場合に適用されます。 

 

１年度につきプラン（408 単位）と評価（200 単位）をセットで合わせて２回まで請求が可能です。

（年間合計 1,216 単位まで請求可能） 

※ 地域包括支援センターのみの実施になります。 

 

○ケアマネジメントＣ（初回のみのケアマネジメント）について 

 

「ケアマネジメントＣ」は、総合事業サービスの移動支援サービス単独利用する場合に適用され

ます。既に他のプランがある者は、ケアマネジメント Cの様式を「移動支援サービスが必要な理由

書」として利用します。 

※ プランＣとしては、地域包括支援センターのみの実施になります。 

 

○要支援認定の有無と利用サービスによるケアマネジメントの違い 

 

 総合事業サービス 

のみ利用 

予防給付と 

総合事業サービスを利用 
予防給付のみ利用 

要支援１・２ 
総合事業による 

介護予防ケアマネジメント 
予防給付による介護予防支援 

事業対象者 
総合事業による 

介護予防ケアマネジメント 
－ － 
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サービスの併用について 

 

   ※
 
介
護
保
険
の
サ
ー
ビ
ス
に
よ
る
住
宅
改
修
を
過
去
に
利
用
し
た
こ
と
が
あ
る
場
合
は
、
住
ま
い
る
改
修
は
利
用
不
可

 

事
業
対
象
者
と
判
定
さ
れ
た
方
が
他
の
サ
ー
ビ
ス
を
併
用
し
て
利
用
す
る
場
合

 

現
行
相
当

お
た
が
い
さ
ま
サ
ポ
ー
タ
ー

（
訪
問
型
サ
ー
ビ
ス
Ｂ
）

短
期
集
中
型
サ
ー
ビ
ス

（
訪
問
型
サ
ー
ビ
ス
Ｃ
）

現
行
相
当

は
つ
ら
つ
！
教
室

（
通
所
型
サ
ー
ビ
ス
Ｃ
）

街
デ
イ

街
デ
イ
（
介
護
予
防
）

一
般
介
護
予
防

住
ま
い
る
改
修

現
行
相
当

○
○

○
○

○
○

○

お
た
が
い
さ
ま
サ
ポ
ー
タ
ー

（
訪
問
型
サ
ー
ビ
ス
Ｂ
）

○
○

○
○

○
○

○

短
期
集
中
型
サ
ー
ビ
ス

（
訪
問
型
サ
ー
ビ
ス
Ｃ
）

○
○

×
×

×
×

○

現
行
相
当

○
○

×
×

×
×

○

は
つ
ら
つ
！
教
室

（
通
所
型
サ
ー
ビ
ス
Ｃ
）

○
○

×
×

×
×

○

街
デ
イ

○
○

×
×

×
×

○

街
デ
イ
（
介
護
予
防
）

一
般
介
護
予
防

○
○

×
×

×
×

○

住
ま
い
る
改
修

○
○

○
○

○
○

○

訪
問
型
サ
ー
ビ
ス

通
所
型
サ
ー
ビ
ス

そ
の
他

訪問型サービス

通所型

サービス

その他
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サービスの併用について 

 

   要
支
援
の
方
が
他
の
サ
ー
ビ
ス
を
併
用
し
て
利
用
す
る
場
合

 

★
：
訪
問
看
護
と
し
て
、
セ
ラ
ピ
ス
ト
が
訪
問
す
る
場
合
は
、
は
つ
ら
つ
教
室
を
利
用
す
る
こ
と
は
不
可

 

現
行
相
当

お
た
が
い
さ
ま
サ
ポ
ー
タ
ー

（
訪
問
型
サ
ー
ビ
ス
Ｂ
）

短
期
集
中
型
サ
ー
ビ
ス

（
訪
問
型
サ
ー
ビ
ス
Ｃ
）

現
行
相
当

は
つ
ら
つ
！
教
室

（
通
所
型
サ
ー
ビ
ス
Ｃ
）

街
デ
イ

街
デ
イ
（
介
護
予
防
）

一
般
介
護
予
防

住
ま
い
る
改
修

住
宅
改
修
（
介
護
保
険
）

福
祉
用
具

訪
問
看
護

訪
問
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン

通
所
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン

短
期
入
所
生
活
介
護

短
期
入
所
療
養
介
護

居
宅
療
養
管
理
指
導

特
定
施
設
入
居
者
生
活
介
護

現
行
相
当

○
○

○
○

×
×

×
○

○
○

○
○

○

お
た
が
い
さ
ま
サ
ポ
ー
タ
ー

（
訪
問
型
サ
ー
ビ
ス
Ｂ
）

○
○

○
○

×
×

×
○

○
○

○
○

○

短
期
集
中
型
サ
ー
ビ
ス

（
訪
問
型
サ
ー
ビ
ス
Ｃ
）

○
○

×
×

×
×

×
○

×
×

×
×

×

現
行
相
当

○
○

×
×

×
×

×
○

○
○

×
○

○

は
つ
ら
つ
！
教
室

（
通
所
型
サ
ー
ビ
ス
Ｃ
）

○
○

×
×

×
×

×
○

★
×

×
×

×

街
デ
イ

×
×

×
×

×
×

×
×

×
×

×
×

×

街
デ
イ
（
介
護
予
防
）

一
般
介
護
予
防

×
×

×
×

×
×

×
×

×
×

×
×

×

住
ま
い
る
改
修

×
×

×
×

×
×

×
×

×
×

×
×

×

住
宅
改
修
（
介
護
保
険
）

福
祉
用
具

○
○

○
○

○
×

×
×

訪
問
看
護

○
○

×
○

★
×

×
×

訪
問
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン

○
○

×
○

×
×

×
×

通
所
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン

○
○

×
×

×
×

×
×

短
期
入
所
生
活
介
護

短
期
入
所
療
養
介
護

○
○

×
○

×
×

×
×

居
宅
療
養
管
理
指
導

特
定
施
設
入
居
者
生
活
介
護

○
○

×
○

×
×

×
×

通所型

サービス

その他介護予防サービス

訪
問
型
サ
ー
ビ
ス

通
所
型
サ
ー
ビ
ス

そ
の
他

介
護
予
防
サ
ー
ビ
ス

訪問型サービス
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総合事業対象者について 

 

総合事業実施に伴い新設される基本チェックリストを用いた簡易な手続きにより、要支援者に

相当する状態等の人を「事業対象者」として判定します。 

「事業対象者」が利用できるサービスは総合事業サービスのみとなります。 

 

○総合事業対象者について 

 

６５歳以上で次の項目に該当する方 

①新規の相談の方で、基本チェックリストにおいて、基準項目に該当する方。 

②要介護認定（要支援認定も含む）の更新をせずに、有効期間終了後（前）に基本チェックリスト

において、基準項目に該当する方。 

③要介護認定等の申請を行った結果、「非該当」と認定され、基本チェックリストにおいて、基準

項目に該当する方。 

 

※４０歳～６４歳の第２号被保険者については、特定疾病に起因して要介護状態等となっているこ

とがサービスを受ける前提となるため、要介護認定申請が必須になります。 

 

○「和泉市介護予防・日常生活支援総合事業対象者確認申請書」（以下、「対象者確認票」という）

について 

 

総合事業あるいはそれ以外のサービスをすすめるにあたっての根拠と、相談を受ける者の相

談技術の統一を図るためのものです。 

 

＜対象者確認票の手順＞ 

窓口担当者は、本人や家族から相談の目的や希望するサービス内容について聴き取りを行い

ます。対象者確認票の記入は窓口担当者が行います。 

 

１．年齢を確認します。 

年齢が４０～６４歳の第２号被保険者については、特定疾病が申請の前提となっているため

に、要介護認定申請を行うものとします。 

（サービス事業を利用する場合は、要支援の認定を受けることが必要となります。） 

 

２．要介護認定申請状況の確認を行います。 

これは、介護保険サービスを利用している場合に、並行してサービス事業を利用することを避

けるためです。  
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総合事業対象者について 

 

３．相談に来られた理由、本人の状態及びサービスの希望を確認します。 

要介護認定の申請が必要であるかを判断するためのものです。 

 

４．対象者確認票の回答内容を確認します。 

回答が１～４の枠にある場合は基本チェックリストを、回答が５～１０の枠の中に１つでもある

場合は要介護認定申請を提案します。ただし、要介護認定申請を妨げるものではありません。 

 

５．基本チェックリストをすすめる場合は、総合事業のリーフレット等を元に要介護認定等の申請を

行わなくても多様なサービス利用が可能なことを説明します。特に自立支援に向けた重度化予

防を図る事業に参加できること、通常の要介護認定等の申請よりサービス利用するまでの期間

短縮が図れることを説明します。 

 

※原則として対象者確認を実施しますが、寝たきり状態にある、または認知機能の低下や問題行

動により目が離せない状況である等、明らかに要介護認定が必要な場合にはその限りではあ

りません。 

 

○基本チェックリストについて 

 

 

 

＜基本チェックリストの目的＞ 

 

＜基本チェックリストの手順＞ 

 

基本チェックリストの質問項目及び基準については、国基準で示されたものとします。 

 

１．質問項目の趣旨を説明しながら本人等に記入してもらいます。 

２．「事業対象者に該当する基準」（以下、「基準」という。）に照らし合わせて、判定します。 

３．基準に一つでも該当 

事業対象者となり、総合事業を提案します。 

基準に一つも該当しない 

一般介護予防事業を提案します。 

基準に多数該当 

対象者確認票を用いて聴き取った内容も考え併せ、明らかに要介護認定が必要（要介護１以

上と判断できる）の場合には要介護認定申請を提案します。 

被保険者に対して、利用すべきサービスの区分（一般介護予防事業、サービス事業及び給付）

の振り分けを行います。 
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総合事業対象者について 

 

（１）窓口担当者は、基本チェックリストを実施し、総合事業へと振り分けを行った場合は、次の事

を十分に説明します。 

 

１．この事業は、適切な介護予防ケアマネジメントに基づき、要支援状態からの自立の促進や重

症化予防の推進をはかるものであること。 

 

２．介護予防ケアマネジメントにおいては、本人が目標を立て、その達成に向けてサービスを利用

しながら一定期間取り組み、達成後は自立に向けた次のステップに移行していくこと。 

 

３．事業対象者となった後や、サービス事業のサービスを利用し始めた後も、必要な時にはいつで

も要介護認定申請が可能であること。 

 

４．サービス事業における医療・保健の専門職（保健師、リハビリ専門職等）が関与する訪問型サ

ービスＣ（短期集中予防サービス）、通所型サービスＣ（短期集中予防サービス）については、介

護予防ケアマネジメントにより、維持・改善すべき課題（目標）を明確にするとともに、課題（目標）

が達成できた場合は、一般介護予防事業を行っている地域の場等へ移行することについて理

解を得ること。 

 

（２）基本チェックリストを居宅介護支援事業所が行うことは原則不可としますが、更新はその限り

ではありません。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○基本チェックリストの判定基準 

①質問項目№1～20 までの 20 項目のうち 10 項目以上に該当 

②質問項目№6～10 までの５項目のうち３項目以上に該当 

③質問項目№11～12 の２項目のすべてに該当 

④質問項目№13～15 までの３項目のうち２項目以上に該当 

⑤質問項目№16 に該当 

⑥質問項目№18～20 までの３項目のうちいずれか１項目以上に該当 

⑦質問項目№21～25 までの５項目のうち２項目以上に該当 

（注）この表における該当（No.12 を除く。）とは、回答部分に「1.はい」又は「1.いいえ」 

に該当することをいう。 

この表における該当（No.12 に限る。）とは、ＢＭＩ＝体重(kg)÷身長(m)÷身長(m)が 18.5 未満の場合をいう。 
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総合事業対象者について 

 

○利用者負担について 

 

従来の介護給付の利用者負担（原則１割、一定以上の所得者は２割）と同様です。 

また、給付における利用者負担額の軽減制度（高額介護予防サービス費相当事業、高額医療

合算介護予防サービス費相当事業）があります。 

 

なお、保険料を滞納している方が、介護保険サービスを受けたときに適用される給付制限につ

いては、適用しません。 

 

※介護給付・予防給付のサービスについては、従来どおり、給付制限は適用されます。 

総合事業に移行した要支援者について、給付のサービスについては従来通り給付制限は適用

されますが、総合事業のサービスについては、給付制限が適用されませんので、御注意くださ

い。 

 

○区分支給限度額（利用限度額） 

 

指定事業者のサービスを利用する場合にのみ、給付管理を行います。 

要支援認定を受けた方が、総合事業を利用する場合には、現在適用されている予防給付の利

用限度額の範囲内で、給付と総合事業を一体的に給付管理します。 

 

※ 事業対象者は５，００３単位とし、例外規定はありません 

要支援２ 要支援１ 事業対象者 

10,531 単位 5,032 単位 5,032 単位 

 

○認定有効期間について 

 

 事業対象者については、有効期間は定めませんが、一定期間サービスを利用していない利用

者がサービスを利用する場合については、利用者の状態像を適切に判断し、ケアプランを作成す

るようにしてください。 
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総合事業対象者について 

 

○被保険者証について 

 

 

 

 

「事業対象者」の被保険者証（例） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

「要介護状態区分等」」：事業対象者 

「認定年月日」」： 基本チェックリスト実施日 

「認定の有効期間」」：開始日のみ 

「居宅サービス等」」：５，０３２単位 

 

「地域包括支援センターの名称」： 

サービス計画作成依頼届出書に記載された地域包括

支援センターの名称 

「届出年月日」：サービス計画作成依頼届出書に記載さ

れた届出年月日（計画作成開始日） 

 

※この届出年月日が「事業対象者」としての有効開始日

となります。 

594-8501 

和泉市府中町二丁目７番５号 

和泉 太郎 

事業対象者 

平成 29年  ○月○

日 

令和 1年 3 月 20 日 

○○地域包括支援センター 

            平成 29 年 4 月 1 日 

平成 29 年 4 月 1 日 

5,032 
平成 29 年 4 月 1 日 
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総合事業対象者について 

 

○「事業対象者」になる手続きについて 

 

次の３点をセットで提出することで「事業対象者」の被保険者証や負担割合証（未発行の方の場

合）が発行され、総合事業サービスのみの利用が可能になります。 

 

 

 

 

 

 

 

（Ⅰ） 既に要介護（要支援）認定をお持ちの方で、要介護（要支援）認定申請を行わず、 

事業対象者の手続きをする場合 

・ 地域包括支援センターが受付 

⇒ 包括が①、②、③を市へ提出 

 

・ 居宅介護支援事業所が手続きを代行する場合 

⇒ 地域包括支援センターへ連絡 

⇒ 居宅が①を実施し、事業対象者に該当した場合は①、②、③を包括へ提出 

⇒ 包括が①、②、③を市へ提出 

 

※ 基本チェックリストの実施は認定有効期間終了日の 30 日前から行うことができます。 

 

（Ⅱ） 新規申請の場合 

・ 地域包括支援センターが受付 

⇒ 包括が①、②、③を市へ提出 

 

・ 市が受付 

⇒ 基本チェックリストの内容等の情報を申請日翌日に包括へ提供 

包括が③を作成し、②、③を市へ提出 

 

※ 要介護（要支援）認定を持っているが、市へ計画作成の届出を提出していない場合は新規

の方法で手続きを行って下さい。 

 

※ 市に書類が届き次第、事業対象者と記載した保険証を作成し、本人に送付します。 

手続きに必要なもの 

○基本チェックリスト ・・・・① 

（「和泉市介護予防・日常生活支援総合事業対象者確認申請書」P.25 を含む。） 

○介護保険被保険者証・・・・② 

○サービス計画作成依頼届出書・・・・③ 
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総合事業対象者について 

 

 

○基本チェックリストと要介護認定申請について 

 

原則として要介護認定申請をした場合は、同時に基本チェックリストを行うことはできませんが、

要介護認定等において非該当のリスクがあり、かつ緊急的にサービス利用の必要性がある者が、

先行利用した結果、要介護認定申請の結果が非該当（自立）と認定されるリスクを鑑み、要介護

認定申請と同時に基本チェックリストを実施することができます。 

 

 

○事業対象者の転出・転入について 

 

事業対象者が他の市町村に転出、または転入するときは要介護・要支援認定とは異なり、「事

業対象者」としての認定は引き継がれません。 

 

あらためて、転出先の市町村のルールに基づき申請する必要があります。 
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総合事業対象者について 

 

○ 利用の流れ 
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総合事業対象者について 
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総合事業対象者について 
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総合事業対象者について 
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総合事業対象者について 

  



26  

 

ケアマネジメントＢ（緩和したケアマネジメント） 
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ケアマネジメントＣ（移動支援サービスが必要な理由書） 
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要介護認定申請と総合事業サービスの関係について 

 

○認定結果と総合事業サービスの利用パターン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総合事業サービスは要支援者及び事業対象者が利用できます。ここでは、要介護認定申請

による認定結果と総合事業サービスの関係についての各パターンを記載します。 

【総合事業開始に伴う要支援者の総合事業サービス利用開始時期の

基本的な考え方】 

 

総合事業サービスは「要支援者」または「事業対象者」が利用できます。 

 

要支援者への総合事業サービス提供開始については、 

「被保険者証に記載されている認定有効期間開始日に平成 29 年 4 月以降の日付が記載され

ている方」  

 

の認定有効期間開始日から、予防給付の訪問介護・通所介護に代わり、総合事業サービス

の訪問型・通所型サービスの利用となります。 

 

更新・新規・区分変更申請や認定結果の効力の発生は従前とかわりませんので  

 

「いつの提供分から総合事業サービスによる提供となるかについて」は、 

被保険者証に記載されている認定有効期間開始日からとなります。 

 

 



29  

 

要介護認定申請と総合事業サービスの関係について 

 

 

各パターン目次 

 

 

P28・・・（更新申請により、認定結果が「要支援」と認定された 

      認定有効期間開始日が平成 29 年 4 月以降の要支援者） 

 

P29・・・（平成 29 年 4 月以降、更新申請により、認定結果が「非該当の場合」） 

 

P30・・・（更新申請により、認定結果が「要介護」と認定された 

      認定有効期間開始日が平成 29 年 4 月以降の要介護者） 

 

P31・・（平成 29 年 4 月以降に新規認定申請を行い、認定結果が「要支援」の場合） 

 

P32・・（平成 29 年 4 月以降に新規認定申請を行い、認定結果が「非該当」の場合） 

 

P33・・・（要介護認定申請中に暫定プランで予防給付または総合事業サービスを利用し、認定結

果が「要支援」の場合） 

 

P34・・（要介護認定申請中に暫定プラン等で介護給付等を利用し、認定結果が「非該当」の場合） 

 

P35・・・（「事業対象者」が要介護認定申請を行い、認定結果が「要支援」の場合） 

 

P36・・・（「事業対象者」が要介護認定申請を行い、認定結果が「要介護」の場合） 

 

P37・・・（「事業対象者」が要介護認定申請を行い、認定結果が「非該当」の場合） 

 

P38・・・（要支援者等が更新申請せずに「事業対象者」となる場合） 

 

P39・・・（要支援者等が認定有効期間終了年月日後、引き続き総合事業サービスのみを利用する

ために「事業対象者」となる場合） 
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要介護認定申請と総合事業サービスの関係について 

 

 

 
 
 

対象：「要支援」⇒「要支援」 

例：平成 29 年 5 月末で有効期間が終了し認定更新により 6 月から引き続き「要支援」 

 

 4 月 5 月 6 月 

手続き 

 

 

 

 

  

認定有効

期間 

 

   

被保険者

証 

 

   

利用可能

サービス 

 

   

 

○要支援者も総合事業サービスを利用できるため、「事業対象者」の手続きは不要。 

○更新申請等により認定有効期間開始日が平成29年4月以降の日付となった「要支援者」から

従来の「介護予防訪問介護」または「介護予防通所介護」に代わり、総合事業による「訪問型サ

ービス」または「通所型サービス」の利用（請求）になります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

届出書 
更新申請 

認定結果（要支援） 

要支援 要支援 

予防給付（有効期間が H29年 3月以前の利用者のみ） 予防給付または総合事業サービス 

交付（要支援）

者） 

※直近では 29 年 3 月末日で認定有効期間が終了し、更新申請等により 29 年 4 月 1 日 の要支援

認定有効期間を有している利用者から予防給付の「介護予防訪問介護」または「介護予防通所介護」に代

わる本市総合事業の「訪問型サービス」または「通所型サービス」の利用（請求）となります（請求コードが

変わります）。 

※「認定有効開始年月日が 29 年 3 月以前の要支援者」の認定有効期間は最大で 1 年間であるため、

有効期間が 30 年 3 月末の方の更新により 30 年 4 月提供分以降すべての要支援者の予防給付の

「介護予防訪問介護」または「介護予防通所介護」が本市総合事業の「訪問型サービス」または「通所型サ

ービス」の利用（請求）となります。 

更新申請により認定結果が『要支援』と認定された 
 

認定有効期間開始日が平成 29 年 4  月以降の要支援者 
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要介護認定申請と総合事業サービスの関係について 

 

 

 

 

 

対象： 「要支援」⇒「非該当」 「要介護」⇒「非該当」 

例：平成29年 5 月末で有効期間が終了し、認定更新により認定が「非該当」 

本人からの相談により基本チェックリストに該当 

 

 

 4 月 5 月 6 月 

手続き 

 

 

 

 

 

 

 

  

認定有効

期間 

 

 

   

被保険者

証 

 

   

利用可能

サービス 

 

   

 

○「非該当」の結果通知後、利用者の相談（任意）により市もしくは地域包括支援センターにおい

て基本チェックリストを実施。 

 

※「非該当」の結果通知日を遡及して「事業対象者」の手続きを行うことはできません。 

 

○基本チェックリストにより該当となる場合は「事業対象者」手続きを行うことで総合事業サービ

スのみ利用（請求）可能となります。 

  

届出書 
更新申請 

認定結果（非該当） 

事業対象者手続き案内 

要支援 事業対象者 

予防給付（有効期間が H29年 3月以前の利用者のみ） 総合事業サービスのみ 

交付（非該当） 

チェックリスト該当 

届出書 

交付（事業対象者） 

平成 29 年 4 月以降に更新申請により認定結果が 

『非該当』の場合 
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要介護認定申請と総合事業サービスの関係について 

 

 

 

 

 

 

 

対象： 「要支援」⇒「要介護」 「要介護」⇒「要介護」 

例：平成29 年5月末で有効期間が終了し認定更新により 6 月から要介護 

 

 

 

 

○この場合は、総合事業サービスの利用は発生しませんので、従前の取り扱いと

同様となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

更新申請により認定結果が『要介護』と認定された 
 

認定有効期間開始日が平成29年4月以降の要介護者 
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要介護認定申請と総合事業サービスの関係について 

 

 

 

 

対象：新規申請⇒「要支援」 

例：平成 29 年 4 月に要介護認定申請を行い ５ 月に認定結果が「要支援」 
 
 

 4 月 5 月 6 月 

手続き 

 

 

 

 

 

 

  

被保険者

証 

 

 

   

利用可能

サービス 

 

   

 

○ 要支援者も総合事業サービスを利用できるため「事業対象者」の手続きは不要。 

 

【サービス計画作成依頼届出書等とサービスの関係】 

 

認定申請 

 

認定結果 届出書等の届出種類 

 

提供可能介護サービスの 

種類 

 

新規申請 

 

 

 

 

要支援 

 

サービス計画作成依頼届出書 

 

 

 

○予防給付のみ 

○予防給付＋総合事業サービス 

○総合事業サービスのみ 

 

 

認定申請 認定結果（要支援） 

 

） 

 

交付（要支援） 

予防給付又は総合事業サービス 

平成 29 年 4 月以降に新規認定申請を行い、 
 

認定結果が 「要支援」の場合 



34  

 

要介護認定申請と総合事業サービスの関係について 

 

 

 

対象： 新規申請 ⇒ 「非該当」 

例： 平成 29年 4月に新規申請を行い 5月に認定結果が「非該当」となり、本人からの相談により、

基本チェックリストに該当 

 

 4 月 5 月 6 月 

手続き 

 

 

 

 

 

 

  

被保険者

証 

 

   

利用可能

サービス 

 

   

○「非該当」の結果通知後、利用者の相談（任意）により市もしくは地域包括支援センターにおい

て基本チェックリストを実施。 

※「非該当」の結果通知日を遡及して「事業対象者」の手続きを行うことはできません。 

○基本チェックリストにより該当となる場合は「事業対象者」手続きを行うことで 総合事業サー

ビスのみ利用（請求）可能となります。 

 

【サービス計画作成依頼届出書等とサービスの関係】 

 

認定申請 

 

認定結果 届出書等の届出種類 

 

提供可能介護サー

ビスの種類 

 

新規申請 

 

 

非該当 

 

○基本チェックリスト判定による該当結果 

（対象者確認票含む） 

○サービス計画作成依頼届出書 

 

 

○総合事業サービス

のみ 

 

認定申請 

交付（非該当） 

総合事業サービスのみ 

チェックリスト該当 

届出書 

交付（事業対象者） 

認定結果（非該当） 

事業対象者手続き案内 

平成 29 年 4 月以降に新規認定申請を行い、 
 

認定結果が 「非該当」の場合 
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要介護認定申請と総合事業サービスの関係について 

 

 

 

 

対象：各種申請中に暫定プラン等によるサービス提供を行い結果が「要支援」 

例：平成29年4月に新規申請を行い暫定プランによりサービス利用を行い、5月に認定結果が「要

支援」 

 

 

 4 月 5 月 6 月 

手続き 

 

 

 

 

 

 

  

被保険者

証 

 

   

利用可能

サービス 

 

   

 

 

○ 要支援者も総合事業サービスを利用できるため「事業対象者」の手続きは不要。 

 

○ サービス利用前にサービス計画作成依頼届出書（暫定プラン）を提出して下さい。 

（国保連への請求は従来通り認定結果後になります） 

 

 

 

 

 

 

 

認定申請 認定結果（要支援） 

 

交付（要支援） 

予防給付または総合事業サービス※国保連への請求は認定結果後 

暫定プラン 

要介護認定申請中に暫定プランで予防給付又は総合事業サービスをし、 

認定結果が「要支援」の場合 
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要介護認定申請と総合事業サービスの関係について 

 

 

 

 

対象：各種申請中に暫定プラン等によるサービス提供を行い結果が「非該当」 

例：平成 29 年 4 月に新規申請を行い、5 月に認定結果が「非該当」となり、本人からの相談により

基本チェックリストに該当 

 

 4 月 5 月 6 月 

手続き 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

被保険者

証 

 

   

利用可能

サービス 

 

 

 

   

 

○「非該当」の結果通知後、利用者の相談（任意）により市もしくは地域包括支援センターにおい

て基本チェックリストを実施。 

※「非該当」の結果通知日を遡及して「事業対象者」の手続きを行うことはできません。 

 

○基本チェックリストにより該当となる場合は「事業対象者」手続きを行うことで 総合事業サー

ビスのみ利用（請求）可能となります。 

 

  

認定申請 認定結果（非該当） 

事業対象者手続き案内 

 

交付（非該当） 

介護給付⇒自費 

交付（事業対象者） 

暫定プラン 
チェックリスト該当 

届出書 

総合事業サービスのみ 

この間のサービスは自費 

要介護認定申請中に暫定プラン等で介護給付等を利用し 

認定結果が「非該当」の場合 
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要介護認定申請と総合事業サービスの関係について 

 

 

 

 

 

対象：「事業対象者」⇒「要支援」 

例：「事業対象者」が要介護認定申請を行い認定結果が「要支援」 

 

 4 月 5 月 6 月 

手続き前の

有効期間 

 

   

手続き 

 

 

 

   

手続き後の

有効期間 

 

 

   

被保険者

証 

 

   

利用可能

サービス 

 

   

 

○ 要介護認定申請中も総合事業サービスを利用でき、認定結果が非該当でも事業対象者であり

ます。 

○ 要介護認定申請中に予防サービスを利用する場合は、従来通り暫定プランによるサービス利

用となりますのでサービス計画作成依頼届出書（暫定プラン）を提出して下さい。認定結果が

非該当の場合は予防給付は自費になります。 

（国保連への請求は従来通り認定結果後になります） 

  

届出書 認定申請 
認定結果（要支援） 

 

要支援 

 

総合事業サービスのみ 
予防給付または総合事業サービス 

交付（要支援） 

 

事業対象者 

「事業対象者」が要介護認定申請を行い、 

認定結果が「要支援」の場合 
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要介護認定申請と総合事業サービスの関係について 

 

 

 

 

対象：「事業対象者」⇒「要介護」 

例：「事業対象者」が要介護認定申請を行い認定結果が「要介護」 

 

 4 月 5 月 6 月 

手続き前の

有効期間 

 

   

手続き 

 

 

 

   

手続き後の

有効期間 

 

 

   

被保険者

証 

 

   

利用可能

サービス 

 

 

   

 

○ 要介護認定申請中は、総合事業サービスか介護給付のサービスどちらかの利用になります。 

○ 要介護認定申請中に介護給付サービスを利用する場合は、従来通り暫定プランによるサービ

ス利用となりますのでサービス計画作成依頼届出書（暫定プラン）を提出して下さい。認定結

果が非該当の場合は介護給付は自費になります。 

（国保連への請求は従来通り認定結果後になります） 

 

届出書 認定申請 
認定結果（要介護） 

 

要介護 

 

総合事業サービスのみ 

介護給付のみ 

交付（要介護） 

 

事業対象者 

総合事業サービス OR介護給付のみ 

「事業対象者」が要介護認定申請を行い、 

認定結果が「要介護」の場合 
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要介護認定申請と総合事業サービスの関係について 

 

 

 

 

 

 

対象：「事業対象者」⇒「認定申請」 ⇒「非該当」 

例：「事業対象者」が要介護認定申請を行なったが認定結果が「非該当」となる 

 4 月 5 月 6 月 

手続き前の

有効期間 

 

   

手続き 

 

 

 

 

   

手続き後の

有効期間 

 

 

   

被保険者

証 

 

   

利用可能

サービス 

 

 

   

 

○ 要介護認定申請中も総合事業サービスが利用可能であり、認定結果が非該当でも事業対象

者であり、総合事業サービスが利用できます。 

  

届出書 認定申請 
認定結果（非該当） 

 

 

総合事業サービスのみ 

交付（非該当） 

 

事業対象者 

事業対象者 

「事業対象者」が要介護認定申請を行い、 

認定結果が「非該当」の場合 
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要介護認定申請と総合事業サービスの関係について 

 

要支援者等が認定更新せずに「事業対象者」となる場合 

 

  

総合事業開始に伴い、新たに要支援の認定有効期間開始日が平成 29 年 4 月以降の日付と

なる方から順次、予防給付の「予防訪問介護」「予防通所介護」は本市総合事業サービスの「訪

問型サービス」「通所型サービス」の利用に切り替わります。 

 

要支援者についても、「要支援者」としてそのまま総合事業サービスが利用できるため必ずしも

「事業対象者」手続きは必要ありません。 

 

ただし、「事業対象者」は、要介護（要支援）認定申請と異なり訪問調査や認定審査会を経ずに

「基本チェックリストによる判定」と「サービス計画作成依頼届出書」の提出にて総合事業サービ

スのみの利用が可能となり、かつ有効期間終了日の設定が無く更新手続きも不要となることか

ら、 

 

たとえば 要支援者で 

 

○当面、本市総合事業サービスの「訪問型サービス」または「通所型サービス」（予防訪問介護・

予防通所介護相当のサービス）のみの利用が見込まれる 

○１か月あたりの支給限度額は 5,003 単位（約 6 万円）以内となることが今後も見込まれる。 

○本人も希望、理解している。 

 

などの場合は、「事業対象者」の手続きを行い、当面総合事業サービスのみを利用することも、

今後の選択肢のひとつとなります。 

 

ただし、原則要介護認定申請と「事業対象者」手続きを同時に行うことはできませんので、要介

護認定申請を行うか、「事業対象者」手続きを行うか、いずれかを選択する必要があります。 

 

ここでは、要支援または要介護認定をお持ちの方が、認定有効期間終了に併せて「事業対象

者」となる場合の手続きパターンを記載します。 

 

要支援者を「事業対象者」とする場合の手続きを行う場合は、既にお持ちの認定有効期間終了

日の翌日 1日の日付をサービス計画作成依頼届出書の計画作成開始日に記載のうえ、提出し

て下さい。 
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要介護認定申請と総合事業サービスの関係について 

 

 

 

対象： 「要支援」⇒「事業対象者」     「要介護」 ⇒ 「事業対象者」 

例： 4 月末に有効期間終了日を迎える要支援者が引き続き総合事業サービスのみを利用

する「事業対象者」 

 4 月 5 月 6 月 

手続き前の

有効期間 

 

   

手続き 

 

 

 

 

   

手続き後の

有効期間 

 

 

   

被保険者

証 

 

   

利用可能

サービス 

 

   

 

○ 認定有効期間終了日の翌日から、引き続き総合事業サービスのみを利用するため「事業対象

者」手続きを行う場合は、認定有効期間満了日の３０日前から満了日までの間に基本チェック

リストを実施のうえ、手続きを行ってください。 

○ 認定有効期間終了日の翌日 1日の日付で届出をして下さい。（計画作成開始日） 

 

※やむを得ない理由により認定有効期間終了を待たずに「事業対象者」へ変更手続きを行う場合は、地域包括支援

センターに相談のうえ「介護保険 介護認定・事業対象者取下げ申請書」に理由を明記のうえ、手続き（Ｐ19 のⅠ）

を行って下さい。（自立支援型ケアマネジメント会議の対象になります。） 

届出書 

予防給付のみ 総合事業サービスのみ 

要支援 

チェックリスト該当 

交付（事業対象者） 

 

要支援 
事業対象者 

要支援者等が認定有効期間終了年月日後、引き続き総合事業 

サービスのみを利用するために「事業対象者」となる場合 
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他市町村被保険者等へのサービス提供について 

 

○事業所指定に関する基本事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市内事業者が「他市町村の被保険者」へ総合事業サービスを提供する

場合 

平成 29 年 4月以降、和泉市に所在する事業所が他市町村の「要支援者」や「事業

対象者」に訪問・通所サービスを提供する場合は、事業所がその保険者市町村の

総合事業サービスの指定を受けている必要があり、その保険者市町村の総合事業

サービスを実施し、その保険者市町村のサービスコードで請求を行ってください。 

※ 和泉市の総合事業サービスの提供はできません 

 

①平成 27 年 3 月 31 日までに介護予防訪問介護・通所介護の指定を受けていた事業者 

 

平成 27 年 4 月 1 日に総合事業（現行相当サービス）の指定を受けたものとみなされています。 

 → みなし指定 

指定の有効期間は平成 30 年 3 月 31 日までで全市町村に効力が及びます。 

 

②平成 27 年 4 月 1 日以降に介護予防訪問介護・通所介護の指定を受けた事業者 

 

みなし指定の対象にはなりませんので、新たに指定を受ける必要があります。 

 

⇒ 総合事業に関する事業所指定や指導に関する事は、本来、各市町村で行う必要があります

が、岸和田広域事業者指導課管轄（岸和田市、泉大津市、貝塚市、和泉市、高石市、忠岡町）

においては、岸和田広域事業者指導課において実施します。 

 

そのため、指定に関することは、追って岸和田広域事業者指導課より案内いたします。 
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他市町村被保険者等へのサービス提供について 

 

市内事業者が「他市町村住所地特例者」へ総合事業サービスを 

提供する場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

住所地特例対象者に対する総合事業によるサービス提供については施設所在市

町村が行い、介護予防ケアマネジメントについても、施設所在市町村の地域包括支

援センターが行うことになります。 

 

 

 

 

  

（「住所地特例者」とは？） 

 

被保険者が、他市町村の施設に入所・入居して施設所在地に住所を変更した場合には、現住所

地（施設所在地）の市町村ではなく、元の住所地（施設入所直前）の市町村の介護保険被保険者

となります。 

この住所地特例の対象施設は次のとおりです。 

１．介護保険施設：介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設 

２．特定施設：有料老人ホーム、養護老人ホーム、軽費老人ホーム 

３．養護老人ホーム（老人福祉法の入所措置がとられている場合） 

なお、地域密着型の施設は住所地特例の対象となりません。 
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他市町村被保険者等へのサービス提供について 

 

市外事業者が「和泉市の被保険者」へ総合事業サービスを 

提供する場合 

 

平成29年4月以降、和泉市外に所在する事業所が和泉市の「要支援者」

や「事業対象者」に訪問・通所サービスを提供する場合は、和泉市の総

合事業サービスの指定を受けている必要があり、和泉市の総合事業サ

ービスを実施し、和泉市のサービスコードで請求を行ってください。 
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総合事業開始に向けた準備について 

 

  

準備 （3 月まで） 

 

準備内容 確認方法 

請求ソフトの確認 現在利用している請求ソフトは

総合事業に対応していますか？ 

対応状況や取り込み方法は利用してい

るソフトやシステム開発業者にお問い合

わせ下さい。 

和泉市総合事業サービスコード

単位数表マスタの取り込み（ソフ

トやシステムで管理している場

合） 

現在利用しているソフトやシステ

ムに和泉市総合事業サービスコ

ード単位数表マスタの取り込み

は完了していますか？ 

和泉市のホームページにアップしていま

す。 

取り込み方法は利用しているソフトやシ

ステム開発業者にお問い合わせ下さ

い。 

定款・運営規定等の確認 定款などの内容は、総合事業に

対応していますか？ 

事業の目的として定款へ位置づけされ

る際には、介護保険法で使用されてい

る用語にて記載していただくことが適当

です。 

例） 介護保険法に基づく介護予防訪問

介護および第１号訪問事業  

介護保険法に基づく介護予防通所

介護および第１号通所事業 

※所轄官庁の許認可が必要な場合は

必ず所轄官庁にご相談下さい。 

 

 

○定款変更等については法人や施設の

判断で適切に行ってください 
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総合事業開始に向けた準備について 

 

 

3 月～4月以降 

 

準備内容 確認方法 

利用者の確認 訪問・通所介護を利用している

要支援者で認定有効期間開始

日が平成 29 年 4月以降となる

方はいませんか？ 

平成 29年 4 月以降、予防訪問介護・予

防通所介護は認定有効期間開始日か

ら、和泉市総合事業サービスの提供に

なります。 

4 月以降 

 

準備内容 確認方法 

利用者との契約内容 契約書の内容は総合事業に対

応していますか？ 

契約書、重要事項説明書については、

提供するサービスが変わるため変更し

ていただくことが適当です。 

 

例）  第１号訪問事業（和泉市訪問介護

相当サービス） 

第１号通所事業（和泉市通所介護

相当サービス） 

 

○契約書変更等については法人や施設

の判断で適切に行ってください 

 

サービス費の請求 請求方法は正しく行われていま

すか？ 

総合事業サービスも従来通り国保連に

請求となりますが、総合事業サービスの

請求様式については、WAM NET で公

開していますので御参照下さい。 


